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電気通信審議会議事規則第5条の2及び接続に関する議事手続細則第2条の規定により、12年11月17日付け郵通議第　　　　号で公告された接続約款案に関し、別紙のとおり意見を提出します。

別紙

DSL回線の接続料金及び接続条件につきまして意見を述べる機会を与えてくれたことを大変感謝いたします。弊社の意見を以下に述べます。

1. DSL接続料の算定に関する基本的な考え方に対する意見

専用線モデルの恒久的適応は反対

　DSLサービスのコストについて現在発生しているコストを元に個別に計算することは、契約数が少ないこと及びサービス初期で不安定であることから接続会計の従来的適用は難しいことは理解できます。

しかしながら、専用線サービスを恒久的にＤＳＬ料金モデルとして適用することは以下の理由により反対いたします。

· 電話回線に重畳するため、方式的にも電話コストモデルに近い。

· DSLサービスは個人、企業双方に提供しますが、当初は個人ベースでの提供が中心となり、公共性が専用線サービスに比較して高い。むしろ、電話サービスに近いコストモデルが妥当である。

· 「電話サービスモデルを適用するとコスト高となるので、専用線モデルを適用する」とする論理の飛躍は納得できるものではない。専用線モデルは電話モデルに比較し公共性をそれほど問われず、したがって電話モデルでの長期増分コスト方式議論のように十分に吟味されたモデルではない。

DSL回線管理費用は平成１２年度データでの完全遡及で精算していただきたい。

専用線モデルを暫定的に適用することについては現時点でやむを得ないと考えますが、平成１２年度のコストデータが算出された後は、暫定適用の初期からの完全な遡及精算をお願いします。タイムラグ精算をこの場合に適応することは以下の理由により不適切だと考えます。

· タイムラグ精算は、NTT地域の努力分が反映された結果であり、本ケースでは当てはまらない。

DSL管理費用は、専用線管理システムを利用するとしても、平成１２年度のコスト計算では長期増分コスト方式を要望

専用線は上述のようにコスト計算上、厳しい議論を経ていないため、専用線管理と同等をDSLに適用することはふさわしくないと考えます。LRIC手法を適用することが最適と考えます。

2. 回線データベース管理および料金業務の接続料に対する個々のコメント

（1） 回線DB管理費（203円）に関して

DSL回線のデータベース管理の必要性については回線開通、故障時等に円滑かつ迅速な対応のために必要と考えます。しかしその料金について、現在の専用線の回線管理運営費をそのまま準用すべきではないと考えます。「5年以内に少なくとも高速インターネット回線3000万回線を目指す」と先日のIT基本戦略にも発表されているように、近い将来にDSLの回線数は専用線をはるかに上回るものと推測されます。すなわち回線規模が大きくなれば当然1回線あたりの回線DB管理費は下がるものと考えます。仮に来年度で200万回線（すでに米国、韓国で達成している数値であり、先述のIT基本戦略の数値と比較しても極めて合理的であるものと考えます）が普及するとした場合に、回線DB管理費だけで年間50億円近くの費用が発生する計算になり、非常に受け入れ難い数字となります。

（2） 事業者への料金請求・回収業務費用（136円）に関して

回線DB管理費と同様の理由で、現在の専用線における実績の料金を準用すべきでなく、回線規模を考え大幅に低減できるものと考えます。

（3） 故障受付費用（41円）に関して

DSLの故障受付体制について、全く新規の設備及び人員を追加して整備しているのでしょうか？既存の体制の中で対応しているにもかかわらず、DSL接続料の中に費用として計上する場合には、料金を二重に徴収しているものと考えます。DSLの故障受付体制を提示するとともに、新規追加した人員、設備がある場合には明示していただきたいと考えます。

以上

